
非人道的な入管収容制度と、世界的に類を見ない閉鎖的な難民認定制度を抜本的に 

見直すことを求める意見書 

 今年 3 月、名古屋出入獄管理局の施設収容中に、スリランカ人女性が重篤な病状であ

るにもかかわらず、適切な医療を受けられずに死亡した。 

 在留資格を持たない外国人は、原則として入管施設に収容される。２０１９年末の収

容者は１０５４人に上り、このうち４６２人は収容期間が６カ月以上に及び、３年以上

の人も６３人いた。 

 長期収容が常態化する中、一部屋に 4～６人入れられ、行動制限や、食事や衛生面で

の劣悪な待遇などで多くの人が精神を壊し、この２０年間で自殺や病死などで２０人が

命を落としている。また、ハンガーストライキで抗議する外国人が相次いでおり、２年

前には長崎県の施設でナイジェリア人男性が餓死した。これをきっかけに法改正の議論

が進められ、今国会に改正案が提出されたが、難民認定申請の回数制限など、かえって

厳罰化に走る内容であったため、多くの市民や専門家が反対を訴え、法案取り下げとな

った。 

 日本で難民として認定されたのは、２０１９年度でわずか４４人、認定率は０．４％

と世界で類を見ない低さである。前時代的な収容制度や極めて閉鎖的な難民認定制度の

抜本的な見直しを求め、以下強く要望する。 

 

                   記 

１． 在留資格がないという理由のみに基づく入管収容は、国際人権法上違反であるこ

とを認識すること。 

２． 難民認定基準のハードルを諸外国並みに低くし、認定速度を速め、難民認定申請

中は絶対に送還しないこと。 

３． 在留資格が無い場合、及び仮放免中であっても、人道的立場から、就労を可能と

し、必要かつ十分な医療が受けられるようにすること。 

４． 入管収容の期間が長期・無期限に及ぶ現状を改め、上限を設定すること。 

５． 入管収容が人間の自由を奪うものである以上、収容する際に裁判所の司法令状を

必要とすること。もしくは、一定期間ごとに定期的な司法審査を行うこと。 

６． 自由を縛り、食事や医療などが劣悪な状況である入管施設を、人権に配慮した生

活環境へと改善すること。 

７． 在留資格が無い人でも日本に家族がいる場合、また子どもがいる場合には、在留

特別許可を出すこと。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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